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1 ．は じめに

神奈川県か ら委託 を受 け、平成 9年度か ら13年度 の 5年
間、阪 神 淡路大震 災の 災害救助 事例 か ら地震 などの 自然

災害時に 、 がれ きの 下 などに い る 生き埋め披災者を救出

す るこ と を 目的に、被災者 を探 し出す探査機器、救出す

るた め の が れ き排 除 装置、さらに救助活動を効果的に支

援す る シ ス テ ム な ど 、 災害時 の 応 急活 動 を支 援す る ため

の 産 学公 地 域総合研 究として 「災害時の 救援技術高度化

に 関 する研究」 を行 っ た。本研 究 の 一つ の 特色は 、ハ ー

ドな機器 シ ス テ ム の開発をねらい としな が らも 、 機 器が

備 え るべ き条件等 の ソ フ ト面 を 重 要視 して い る 点 で あ る。

内容を大別すると、 ソ フ ト面 の検討、シ ス テム 化を行う

「救出 ・救援支援 シ ス デ ム の 構築 に関す る研究 （第1チー

ム ：筆者担 当 ）」 、電 波式探査 シス テ ム の 機器開発を行う

「生 き埋 め 者 発 見 の ための 探査 シ ス テ ム 開発 （第 2チー

ム ）」 、複合セ ン サー
の 機器 開発を行う 「複合セ ン サー

によ る探査機器の 開発 （第3チー
ム ｝」 、 人力 エ ネ ル ギー

の 抽出機、が れ き撤去 器 の 開 発 を行 う 「生 き埋め 者救出

の ため の がれ き除去装置開発 （第4チーム）」 が ある 。

2 ．成果 の 有用性に関する調査

　 こ の 調査 は、既 に阪神 淡路大震 災か ら7年が経過 した現

在、 「阪神淡路大震災の 教訓か ら災害救 助 シス テ ム、救

援 ・救助機器 の 開発 し県 西部地震 等の 来 る べ き地震 に備

え る」 とい う産学公地域総合研究 の コ ンセ プ トか ら生 ま

れ た研究成 果 が今で も必 要 とされ て い るか ど うか 、産学

公地 域総 合研 究の 検証及 び 事径評 価 を行 う こ とを 目的と

して い る 。

　対象は、東海地震の 強化地域の 他、県内・東京都内の 市

区町村防災行政（計約330自治体》とし、 FAXで 質間紙によ

る回 答を して 頂い た。期間は、平 成 14年 6月 17日 〜 7月 5
日で あ っ た 。 本調 査 で は次の ような 質問項目を設定 した。

■ 　防災基本計画の 策定内容

■　地震 災害発 生時の被害の 想定

■　防災 備蓄計画 の 配 備され て い る資機材 の 状況

■ 　災害危険度の 住民へ の公開状況

■　 瓦礫に 埋 ま っ た 生 き埋 め者の 探査 方 法確 立の 有無

■　 瓦礫 に生き埋めに なっ た者の 救助方法確立の 有無

謹 　東京、神奈川、 静岡、 愛知、岐阜、 三 重、及

　び 県内の 市町村 （約330個所）の 防災行政 主管 課 （主

　 に、東海地震 の 強化地域に指定され て い る 自治体）

塑 　平成14年 4月 1日現 在

　　　　　平成 14年7月 5El（金 》まで に FAX に て 回 収 。

驪
隆

65駕

3．ア ン ケート集計

圃 　貴自治体の地域防災計画等 では 、 次の との 災害に

　　 つ い て 対策 が講 じられ て い ま すか ？

a 地震災害 （液状化・建物倒壊・津波等）　 b 風水害 （洪水・土砂
災害等｝　 c 火 山災害　d 雪害　 e 海上災害 （船舶 事故。流出油

災害等｝　 f 航空災害 （航空機事故等）　 g 鉄道災害 （列車事
故等 ）　 h 道 路災害 （車両事故等）　 1 原 子 力災害　j危 険物

等災 害 （有毒物 質の漏 洩等l　 k 大規摸な火事災害　1 林 野火

災　 m その 他

図 ！ 単純粲計 （聞 1〕
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　殆ど全て の 自治体で 、地震災害 ・風水害 に関 しては何
らか の 対策が 講 じ られ て い る 。 次に多 い の は、30％弱を

占め る 「大規模な 火 事災害」 と 「原子 力 災害J で ある。
最も多 か っ た組 み 合わせ は 「a÷b」 とい う回答で あ り、
71％で あ っ た。そ の他の意見 を以 下 に示す 。

　
一般対策編 で オ

ー
ル ラ ウ ン ドで の 対策が 盛 り込 ん で あ る／大

事故／突発的災魯 に開わる応急対策 計画／

國　大規模地震災害が発生 した場合、貴自治体 におい

　　て 想定される被害は次の どれ で すか 。

a 地震動 に よる木造建物の 倒壊　b 地震動 に よる非木造建物 の

倒壊　c 急傾斜地 。造成地等の 崩壊に よ る被 害 　d 出 火や 延焼 火

災に よる被害　e 高波や津波による被害 　f 危険物保有施設 の

爆発等に よ る被害　g そ の 他

図2　単純築計 （問2）

　建物の 倒壊 に よる被害は 木 造
。非木造と もに大 部分 の

自治体 で想定さ れ、関連 して 発 生する生 き埋め 等の 人 的

被害 が 重要視されて い るこ とが 予想で きる 。 また、出

火
・
延焼火災 によ る被害も深刻な項目と して捉え られ て

い る e 「a＋b＋e＋dJ の 組み 合 わ せ が 最も 多くで 25．6Xで あ

っ た 。 そ の他 と して、次の よ うな 意見 があ っ た 。

　洪水・高潮・内水氾濫・海岸堤防の 決壊に よる被害／地盤 の 液状

化／ラ イ フ ラ イ ン の被害／地震 動によ る鉄道車両の 脱線等の 被

害／液状化 に 伴 う建物被霤／落下物に よる 被害／風水害 によ る

被害

國 　貴自治体 に お い て 、 地 震発生時の 応急救助活動 に

　　影響を与える被害はどれで すか ？

図 3 単純 集計 （問3）

a 幹線道 路 の被 害 に よ る閉 謇

b　狹幅員道路の 被害 に よる閉塞

c 土地の 傾斜の 影響

　　 （車 両 使 用 不 可 能 の 場 合
等）

d　そ の 他

　道路被害が い ずれ も応急救助活動 に影響を与える と考

え られ て い る こ とが 分 か っ た 。 最多の 組み 合 わ せ は

「a＋b＋c」 の 30．2Xで あ っ た 。 そ の 他 の 意見 と して、次の

よ うな 事 が挙 げ られた 。

　津 波による浸水 ／浸水 区域が 多けれ ば 、 ポートが不足 する恐

れ が ある／ 医療施 設や繁急 輸送 物資 の 物流 拠 点の被害／避難卑

両に よ る 交通渋 滞、事故 車両放置に伴 う通行不能 等／橋 梁の落

下、電気 ・水道 等ラ イ フ ラ イン の 切 断／木造 密集 住 宅 の 倒壊 等

／出火や延焼火災

團 　救助 資機材を 格納する 防災備蓄倉庫 に つ い て お 伺

　 い します 。 備蓄計画をす る際 の 基準 を 明記 した条

　 例 ・内規 等が あ り ますか ？

図4　単純築計 （問4｝

a 設置場所 の 基 準に

　つ い てあ る

h 救助資機材の 種類

　につ い て あ る

C 救助資機材の 数量

　につ いて あ る

d基準が な い

機材等 の 備蓄は、大 きな ビ ジ ネ ス で あ り、こ の 種 の 資

料 （情報》が 外部 （防災企 業》へ 洩れ て は （土木等の 公

共事業の 情報戦 と 同 じよ うな もの な の で）い け な い の で 、

回答 が 墾めな い の で は ない か とい う懸念をよそ に 「基準

が無 い 」 と回答 した自治体 が83％を占めた。

　個別の 票を分析す る と、 「a」 「b」 「Cj 全て の 基準

が あるの は 、 わ ずか L2 ％の みで あ っ た。

國 あなた の 自治体で は 建物倒壊 に 関する情報 をハ ザ

　 ードマ ッ プ 等で住 民に公 開 して い ます か ？

図 5 単純集計 （問5）

a 　危険度ラ ン クで 公闘

b 倒 壌率で 公 開

c 公麗 を予定 してい る

d　公 開 を検討 して い る

e 公開する予 定はない

　平 常時か ら被害の状況 を予測 し、 発生 しうる被害の 状

況 に 対応 した 資機材を 配備 す る こ とが 有効で あ る と考え

られ る 。 直後の 混 乱期に於 い て ag−一活 動で き る立 場 で あ

る地域住民 に とっ て 、 周辺 の 状況を把握してお くこ とは

重要で ある 。
「公開を検討 して い る」 自治体は約3割で あ

る。一方 、
「公開をする 予定が無 い 」 自治体も約3割で あ

p た 。 また、 「a」 「b」 の 両方を公開 して い る 自治 体 は

1．2％であ っ た。

國 　その 他 の 情報に 関して 公開 して い る情報はどれ で

　 　す か ？

図6 単純集計 （問 の

a 水害
　 （洪水・浸水区域等）

b　土 砂災害 〔嵐崩れ 等》
c 救助資機材倉揮の 位置
d 避難所の 位置

e そ の他

　 「避難所 の 位置」 に 関 して は 多 くの 自治体 で情 報 を公

開 して い るが 、 救助資機材倉庫の 位置は半分以下の 自治

体しか公開 して い ない 。
「d」 との組み合わ せ で最も多か

っ たの は 「c＋d」 で 12．錙で あっ た 。

國 　　GISを防災業務 に 使 用 し て い ま す か ？ （デ ジタ ル

　 データ整備含 む ｝
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「

図7 単純築計 （問7）

a 使用 して い る

　 〔 年 月か ら使用）
b 使用す る予 定があ る

　 （ 年　月か ら使用予定 ）

C 使用 してい な い が 関心はあ る

d 使用 して い な い

　GISの 災害対策へ の 利用は50％以上 の 自治体 が 現在 の

と ころ使用 して い ない 。 しか し約3割の自治体は 「関心が

あ る 」 で あ っ た。　「aJ または 「b」 と回答 したもの の 内

訳 を年毎 にまとめると次の よ うに な る。

図8 導入 年度別集計 （問7）

團　貴自治体 で は、地震発生 時に倒 壊 建 物、がれ き等

　 の 生 き埋 め埋没者を探 し出す （探査 す る）方 法が 確

　 立されて い ますか 。

a 確立 され て い る　　 （問9へ お進 み ください ）

b 確立されて い ない 　 （問 10へ お進み くださ い ）

囲 問 8で 「a 確立されて い る 」 と答 え た 自治体で は

その 方 法は どの よ うなもの で すか 。

a　粳 0、自衛 隊等の 災害救助組織 との 連携　b　災害救助犬 の

活用　c 　探査 機 器 ｛機 器 名　　　　）の 活 用　d　臼治会 、 自

主防災組織 等で の 救助体制の 確立　 e 　そ の他

図9 単純集計 （問 8） 図10 単純集計 （問9）

　問8で は、 「確 立 さ れ て い な い J が 約 70％と、 多くの

自治体で埋没者を探査する方法は確立 され てい な い 。

　また、 問 9で は、第一に 「自治会、自主防災組織等で の

救 助 体制の 確 立」 、第二 に 「）IPO、 自衛隊等の 災害救助

組織 との連携」 が挙げられて い る こ とか ら、ソ フ ト面 で

の 対策 は 検討 さ れて い るこ とが 伺 え る 。 ハ ード面で の

「機器の 活用 」 を挙げ て い る 自治体は少 な い。

　こ こ で 、探査 機器 に よ る 方 法 が 確立 さ れ て い る の は

19％で あ り、機 器 の導入 が まだ進んで い な い こ とが分か

る 。 組 み 合 わ せ は、 「d」 の み が23．5X、 「a＋d」 が 15．7落
であ っ た 。

c． 探査機器 名（括弧内の数字は重複件数）

救助用画像探索襪（t）／マ イ ク ロ ス コ ープ （1）／フ ァ イパ ー
ス コ

ープ （10）／熱 画像直視装獄 （2）／ 画像探査機 1型（1｝／画像探査

機11型（1》／レ ス キュ
ース コ ープ （1》／シ リウス （1）／音 響 探 知

機 （2）／夜間用隠視装置（1｝

d．そ の他の意見
消防団 （近隣市町村 との 協定も 含む ）｛1）／消防機関（3）／警察
との 連携｛1）／

國 問8で 「b 確立 さ れて い な い 」 と答 えた 自治体で

　　 は今後検討する予定はあ りますか 。

図 11 単純集計 （問10）

a 　検討 を予定 して い る

b 予定 してい な い

　約半数 の 自治体 が、　「今

後 の 検討 を 予 定 しない 」 と

い う回答 で あ り、
「予 定 し

て い る 」 も25％以下 に 留ま

っ た 。

國 生き埋 め埋 没者が倒壊建 物、が れ きの 下 に い る こ

　　とが 分か っ た場合 、 貴自治 体で は 、 倒壊建物や 瓦 礫

　 の 下 か ら救助する方法が確立 さ れて い ますか 。

a 確立されてい る　 　 （間12へ お進み ください 〕

b 確立され てい な い （間13へ お進み くだ さい ）

國 　間 11で 「1．確立されて い る」 と答えた自治体 では 、

　　 そ の 方法は との ようなもの で すか 。

aNPO 、自衛隊等 の 災害救助組織 と の 運携 　 　 b 救助機器

（機器 名　 　　）の 活用　 c　 自治会、自主防災紐織等で の 救助

体制 の 確 立 　d　その 他

図 12　単純集計 （間 ll） 図 13 単純集計 （剛 2）

　い ずれ かの 方法が 「確立されて い る 」 と答えた自治体

は如 ％未満で あ っ た 。

　問9と同様に、第
一

に 「自治会、自主防災組繊等で の救

助体制の 確 立 」 、 第二 に 「NPO、 自衛隊等の 災害救助組

織 との 連携 」 が挙げ られて い る 。 探査方法 と等 し く救助

方 法 も 「機器の 活 用 」 を挙 げて い る 自治体は 少な く、わ

ず か 17％ で あ る 。 確 立 され て い る と答え た 中で は

「a＋c」 が 最 も多く、25Xで あっ た 。

b．救助機器 名（括弧 内の 数字は重複件数）

レス キ z 一
サ ボ

ー
トシ ステ ム Cl｝／油圧式救助器具（5）／空 気式

救助 マ ッ ト（2）／ エ ン ジ ン カ ッ ター｛1）／チ ェ
ー

ンソ
ー（3｝／

　　　　 チ ル ホ
ー

ル （1｝／ジ ャ ヅ キ類 （4）／救 助工 作卑（2｝／
消防車 両積載資機材 （1＞／削岩機 （3）／ ス トラ イ カ

ー（1）／ハ ン

マ
ー（1）／スコ ッ プ （1）／バ ー

ル （1〕／ノコ ギ リ（1〕

一19一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Institute of Social Safety Science

NII-Electronic Library Service

エnstitute 　 of 　 Sooial 　 Safety 　 Soienoe

d．そ の他の 意見 （自由記入）

建股槊組合等 の 露 機の 活用 （2）／消防団 （2）／一部事務 組合で対

応 （1｝／消防署保 有の 救助機器 を使用 ｛1｝／ 消防署員 （2》／民 間

企業 へ の 重機 要請 ｛D ／地 中音響探査 機 （1｝／熱画像直視装 置

‘1）／夜間用暗視装置U）／營察・消防・建設業者との 連携・応援

要請体制 の確 立（2）

國 問 11で 「b　確立されて い ない 」 と答えた自治体

　　で は 今後検討す る予定は ありますか 。

a 検討 を予定 してい る

b　予定 してい な い
　 　 　 　 tt

　問 10と同様、　 「検討を予

定 して い る」 と回答 した 自

治 体 は、30％未 満 で あっ た 。

図14単純集計 （問 13）

4 ．県別 ・地域タイプ別の 集計

　2002年4月24日、政府の 中央防災会識 に より、 東海地

霞に備えた防災対策強化地 域 が 6県 167市町村か ら8県263
市町村に拡大する こ とが告示された。 表2に示す よ うに 、

回 収票は従来 の 地域80件 、 新たに加わ っ た 地域49件 、 そ

れ 以外の 地域43件で あ っ た。

　ここ で幾つ かの 項目に関して 、 こ の 地域タイブ 別の 集

計と、 県別の 集計を行 う こ とに よ っ て 分 析を行 っ た。尚、

県別の 集計は サ ン プル数 の少ない 三重県 と長野県は除外

した 。

圍 建物倒壊情報の 公開に つ い て

國 防災備蓄araの 設置基準につ い て
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図17 県別集計（悶4）
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図18 地 域タ イプ困集計（冏4）

図15 県別 集計（問 5）　 図 16地域 タイ プ別集計（問5）

　山梨県、愛知県では 建物倒壊情報が ほ と ん ど公 開され

て い ない 。 ま た 、 従来 の 強化地域の 方が追加 地域 よ り公

開 して い る割合が高い 。 強化地域外に つ い ては 、 東京都

や川崎市を含むた め 、 危険度 ラ ン クで の 公開が 高 くな っ

て い る。
　また、 問6めその 他の情報の 内、防災資機材倉庫 の 位置

等 公 開 が 高 か っ た の は神奈川、東京、静岡で あ る。愛知

県で は水害に関する情報の 公 開 率 が や や 高 くな っ て い る 。

避難所の 情報 に関 して は 、 ほ ぼ横ばい で 高い 値を示 し て

い る。

雌
佐土原聡 他 ： 「災害時の 救援技術 高度化 に関 す る研 究s ，

地域安全学会梗概集 No．10，　pp．63−66，
2000年11月

醗

本 研 究 で 神奈川 県 都市憶報 シ ス デ ム の データ使用 に 当 た り

ご協 力を 頂 い た県 の 職 員の 方 々及 び、お忙 しい 中 ア ン ケー．
トに 回答し て下 さっ た各自治体の 職員の 方 々 に感謝 い た し

　防災備蓄倉庫 の 設置基準は、ほとんどの 自治体で基準

が無 い 。 神奈川県で は 唯
一
設置場所 に関して基準が やや

高 い。全体で み る と、従 来 か らの 強 化 地 域 の ほ うが 若 干

では あるが基準が定められて い る傾向にある 。

閤8一問11 探査方法 と救助方法の 確立につ い て
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図19 県別 篥計1問 8｝　 図20 地域 タイブ別 築計（問8⊃

　神奈川 県で は 回答 し たう ち半分以 上の 自治体で 救助方

法 が確 立 され て い る 。 そ して、山 梨 県、愛 知県で は 探査

方法は高い 割合で 確 立 さ れて い る。また、地 域タ イ ブ別

で の傾向は 若 Fで はある が、従来の 強化地域の 方が、探

査 の 次の ス テ ッ プ で あ る救助方法 まで 確立 して い る 自治

体が多い 。

5 ．まとめ

ア ン ケートの 集計結果 より、 ほ とんどの 自治体 におい て

地震災害 と風水害に つ い て は 対策が 講 じられ てお り、そ

の 中で も、木造建物 の 倒壊 に 関 して は ほ ぼ 100％、 出火

や 延焼火災に つ いて は80％以 上で の 自治体で想定される

被害に 入 っ て い る こ とが 分か っ た。

　しか しな が ら 、 救助資機材の 場所・種類・数量 に関 して

は80％以 上が設置基準が無く、 更 に 、 探査 ・救助方法の

具体的な方法が 確 立 さ れ て い る と こ ろは40％以 下で あ っ

た 。 そ の 中で も探査機器に よる もの は19％、救助機器に

よる もの は 17％と少な か っ た。更 に、今篌探査 方法、救

助方法を確立す る予 定が あ る自治体は そ れ ぞれ39．5％、
26．7％で あっ た 。

　また地域別に み て も、 従来か らの 強化舛策地域 と新規

強化地域 の 差や、大規模都市域と小規模都市域の 差があ

る こ とが分 か っ た。
　 こ の 調査により、 防災基本計画等の 災害救援 シ ス テ ム

の 構築状 況や 地 震 発 生 時 の 災 書 救援 ・救 助 体 制の 状 況の

把握をした結果、当チ
ー

ム の 研究成果の 必要性を評価、
広 く公 表 す る こ とは 行 政 機 関 の 今後 の 災害対策 にお い て

意義があ るこ とが 明らか に なっ た。
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